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新規雇用計画の推移
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U.S.Indicators マクロ経済指標レポート 

米国 雇用情勢はさらに改善している可能性 
(１月21日までの週の新規失業保険申請件数)  
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～足下の新規失業保険申請件数の基調は3 0万件程度に減少～          ( N o . U I－1 8 7 )  
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06年１月21日に終わった１週間の新規失業保険申請件数（季節調整済み）は、28.3万件

と前週の27.2万件から1.1万件増加し市場予想の30.0万件を下回った。ただし、祝日の影響

で実態よりも少し低くなっている可能性がある。また、トレンドを示す４週間移動平均は、

28.9万件と前週の29.9万件から低下し2000年７月以来の最低水準となった。年末年始で季

節調整の難しい時期等の影響を受けている面があるが、それらの要因を除いても新規失業

保険申請件数の基調が30万件程度に低下していると考えられることから、雇用の拡大ペー

スは加速している可能性が高い。 

2006年１月の雇用統計調査週である１月14日に終わった１週間の新規失業保険申請件数

（季節調整済み）が12月の雇用統計調査週から水準が切り下がっていること等から、１月

の非農業部門雇用者数は前月差＋230千人程度への加速が予想される。１月14日に終わった

週の失業保険受給者数は258.1万人と前週から増加したものの、２月の水準まで低下した。

また、１月21日に終わった週の失業保険受給者比率が2.0％と12月の2.1％から低下してお

り、１月の失業率は4.8％に低下すると予想される。 

  

雇用を取巻く環境をみると、国際競争の激化や投入コストの上昇が続く中、一部の企業

はコスト削減のため、レイオフ、採用抑制を続けると予想される。その一方で、雇用に先

行する景気が2003年４～６月期から2005年７～９月期まで平均して潜在成長率を上回るペ

ースで拡大したこと、2006年１～３月期の新規雇用計画調査や経営者団体の景況調査にお

ける雇用計画などでは採用拡大が示唆されていることから、多くの企業で採用意欲が強ま

っている。さらに、雇用の大部分を占める中小企業の景況感が12月に改善し、雇用計画は

高い水準を維持している。これらのことから、雇用者数は月次での変動が大きいが四半期

では前期比＋0.3％～＋0.5％のトレンドを維持すると予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 8 . 3 万件と市場

予想を下回った 

現在の雇用拡大ペ

ースが持続 
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新規失業保険申請件数の推移
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失業保険受給者数と受給者比率の推移
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失業保険申請件数（右、逆目盛）

非農業部門雇用者数
（前月差、左）

(出所)労働省
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モーゲージ金利（30年、右、逆目盛）

モーゲージ金利と購入用ローン申請動向モーゲージ金利と借り換えの推移
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企業レイオフ計画件数と非農業部門雇用者数の推移
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ＡＢＣ／ﾜｼﾝﾄﾝﾎ゚ ｽﾄ週次消費者信頼感指数構成項目の推移
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(注）○は減税によって押し上げられた時期

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


